









翌年に制定された「子供の貧困対策に関する大綱」（平成 26 年 8 月 29 日閣議決定）においては、子















































































































































































































ベルとなっているかとの議論はなされてはいない。保護基準部会第 20 回（平成 26 年 11 月 18 日）
においては、生活保護受給世帯と一般世帯の質の比較を行っている。残念ながら、子どものある世
帯に限った比較は行っていないが、「2 人以上世帯」について比較すると、「住生活基本計画（全国計
画）」（平成 23 年 3 月閣議決定）3 が定める最低居住面積水準 4 を満たしているのは、生活保護受給世帯





4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
は行わ
れておらず、また、現行の特別基準の設定方法においては、国が定める最低居住基準基準を満たす
2　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 16 回（平成 26 年 3 月 4 日）、資料 2「住宅扶助について」．
3　 住生活基本法（平成 18 年法律第 61 号）は、政府が国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する
基本的な計画を定めなければならないとしている。
4　（1） 単身者 25㎡
　（2）2 人以上の世帯 10㎡×世帯人数＋ 10㎡
　 注 1 上記の式における世帯人数は、3 歳未満の者は 0.25 人、3 歳以上 6 歳未満の者は 0.5 人、6 歳以上 10
歳未満の者は 0.75 人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が 2 人に満たない場合
は 2 人とする。
　 2 世帯人数（注 1 の適用がある場合には適用後の世帯人数）が 4 人を超える場合は、上記の面積から 5％
を控除する。




2）　食費・被服費・その他生活費　（生活扶助　第 1 類費・第 2 類費）
生活費は子どもの生活そのものにかかる費用であり、食費、被服費、光熱費、家具什器費等、生
活をするために必要な費用全般を指しており、これらは、「生活扶助」の中で充当されている。承知
の通り、生活扶助は第 1 類費と第 2 類費に分けられており、第 1 類費は「食費・被服費等の個人単
位の経費（年齢別）」、第 2 類費は「光熱費・家具什器当の世帯単位の経費及び地区別冬期加算（世


















会においても、最も多くの時間を割いて丁寧な検証を行っており、平成 25 年、29 年においては、再
6　厚生労働省社会保障審議会（保護基準部会）第 2 回（平成 23 年 5 月 24 日）、資料 2．
7　 平成 16 年の「生活保護制度の在り方に関する線も委員会」による報告書により、生活扶助基準の妥当性
を検討する検証は 5 年毎に行うことが提言され、過去 3 回は平成 19 年、24 年、29 年に基準部会によっ
て行われている。














ついての詳細は省くが、その結果として、平成 29 年の検証においても第 1・十分位は概ね妥当であ
ることが確認されている 10。
標準世帯の生活扶助費のレベルが確認された後、実際の生活扶助体系は、それを第 1 類費と第 2























動費用」に含まれておらず、そのほかの第 1 類費と同じように、第 1・十分位と同等に設定されてい
る。子どもに対する保障として、これが十分であるのかは検討の余地があろう。
   



















得の第 1、十分位の層を抽出し、その層における第 1 類費に分類される費目の消費額を年齢階層別に
集計を行っている（厚生労働省社会保障審議会保護基準部会　報告書（平成 25 年）, 6 頁）。その結果、
消費の実態は、60-69 歳が最も高く、子どもについては、0-2 歳、3-5 歳については実際の消費の方が
高い比率、6-11 歳、12-19 歳については、低い比率となっていた（表 1）。
表 1　生活扶助の第一類費の年齢間の比率（0-2 歳の消費実態額を 1 と設定）
0-2 歳 3-5 歳 6-11 歳 12-19 歳 20-40 歳 41-59 歳 60-69 歳 70 歳以上
消費の実態 1.00 1.03 1.06 1.10 1.12 1.23 1.28 1.08
生活扶助基準 0.69 0.86 1.12 1.37 1.31 1.26 1.19 1.06
出所：厚生労働省社会保障審議会保護基準部会　報告書（平成 25 年）, 6 頁 .
同様の検証は、平成 29 年にも行われており、さらに、平成 29 年の検証においては、第 1 類費の
年齢区分が従来の 8 区分から 6 区分とされた。17 歳以下の子どもについては、0-5 歳の未就学時期、
6-11 歳の小学生時期、12-17 歳の中高生時期の 3 区分となった。この理由は、「就学状況により必要
な生活費にも変動が考えらえる」15 からである。検証の結果は、表 2 の通りである。
表 2　生活扶助の第一類費の年齢間の比率（全年齢平均の消費実態額を 1 と設定）
0-5 歳 6-11 歳 12-17 歳 18-64 歳 65-74 歳 75 歳以上
消費の実態 0.97 0.99 1.04 1.03 0.98 0.89
生活扶助基準 0.78 0.94 1.07 1.06 1.00 0.92
出所：厚生労働省社会保障審議会保護基準部会　報告書（平成 29 年）, 18 頁 .





2）で述べたように、子どもにかかる日常的生活費は、基本的に第 1 類費と第 2 類費で賄われてい









らない。何故なら、第 1 類費・第 2 類費の検証にベースとして用いているのは子 1 人の標準世帯で





















〇 夫婦子 1 人世帯の年収階級第 1・十分位の学校外活動費用の平均額が約 6 千円であるのに対し、




部会　報告書（平成 29 年）, 29-30 頁）
すなわち、平成 29 年検証にて、児童養育加算のロジックが、「児童手当との連動」から、「一般世












































196 第 74 号　平成 30 年 2 月 23 日）























2000 年代に入ってからは、母子加算は改革の流れに翻弄され、2005 年から 2009 年にかけて段階的




























































































発 0904 第 2 号）。












































































が賄える水準を、実費で支給することが考えられる。（基準部会報告書（平成 29 年）、32 頁）
一方、家庭内で購入する参考書や勉強机、パソコンなどの学習費用については、生活扶助の一部
















食費・被服費等 第 1･ 十分位と均衡
家族旅行、玩具、等 第 1･ 十分位と均衡
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